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1. はじめに

航空機、新幹線等の容量に制約がある公共交通機関

では、予約制度はよりニーズの高い家計が早めに購入

意思を明らかにし、その家計に優先的に座席を割り当

てるという自己選抜メカニズムとして機能している。

本研究では将来時点でサービスが購入できない供給リ

スクと予約のキャンセルの可能性という需要リスクと

いう不確実性を考慮した家計のサービスの予約行動を

モデル化し、サービスの購入に成功する確率（購入可

能確率）が内生的に決定されるメカニズムを表現する。

2. 家計の予約行動のモデル化

家計の意思決定構造は図－１で示されるような２期

間モデルとして表されると仮定する。
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図－１　家計の購入意思決定モデル

時点 t(t = 0; 1)における家計の主観的購入可能確率を

~pt (1 ï ~p0 ï ~p1 ï 0)と表そう。家計のサービス消費に

対する効用を線形効用関数U = v Ä c Ä !として表現
する。vは当該のサービスの消費により得る効用、cは

サービスの価格、!は取引費用である。予約をキャンセ

ルする場合、キャンセル料金ãc (0 î ãî 1)と取引費用

!が必要となる。他の活動を行うことで得られる最大の

効用水準（留保効用）を"で表す。t = 1において"の値は
"に確定するが、t = 0の段階では当該サービスの消費

活動以外の行動計画は存在しない (" = 0)とする。留保

効用"は[0;1)で定義される確率変数で、分布関数G(")

（密度関数 g(")）に従って分布すると考える。なお、サー
ビス消費効用 vは時点を通じて一定と仮定する。

t = 0において家計は効用水準 vの下で、予約の意思
決定を行う。t = 0でチケットを購入した場合には期待

効用EVを獲得し、予約をしない場合には期待効用EU
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を獲得する。t = 0においてEV ï EUの時には予約し、

EV < EUの時には予約を留保する。

まず期待効用EVを定式化する。t = 0で予約した場

合、t = 1では１）サービスを利用するか、２）予約を

キャンセルし、別の行動を行うかを選択することから、

t = 1で得られる効用のt = 1で評価した期待値E [V1]は

E [V1] = E [maxfv; "+ c ÄãcÄ !g]
= å(v)G(å(v)) +

Z 1
å(v)

"g(")d"+ c Äãc Ä ! (1)

と表せる。ただしå(v) = vÄ c+ãc+!は t = 1でキャン
セルを行う臨界的な留保効用である。家計が予約によ

り獲得できる t = 0での期待効用はE[V0] = éE [V1] Ä c

と表せる。ここでéは割引率である。予約時の購入可能

確率~p0を考慮すると期待効用EVは次式で表される。

EV = ~p0féE[V1]Ä cg Ä ! (2)

t = 0で予約しなかった場合、t = 1で１）購入する
か、２）そのまま購入しない (留保効用が"で確定)かの

選択が可能である。サービスの購入を試みることで得

る期待効用は~p1(vÄc)Ä!となることから、t = 0で予約

しなかった場合の期待効用を t = 1で評価した期待値は

E [U1] = E[maxf~p1(v Ä c)Ä !; "g]
= ç(v)G(ç(v)) +

Z 1
ç(v)

"g(")d" (3)

となる。ここでç(v) = ~p1(v Ä c)Ä !は t = 1でチケット

を購入する臨界的な留保効用である。EVと同様に、期

待効用EUは以下のように定式化できる。

EU = é

(
ç(v)G(ç(v)) +

Z 1
ç(v)

"g(")d"

)
(4)

EV; EUについて考察すると以下の命題を得る。

命題　~p0 > ~p1ならばEV = EUが成立するような臨

界予約効用vがただ１つ存在し、v ï vの場合には予約
を行い、v < vの場合には予約を見送る。

3. 合理的期待均衡モデルの定式化

ここでは、家計の主観的確率~ptを与件の上で市場で実

現する客観的購入確率 ptを導出する。いま、潜在的な家
計総数をN、サービスの供給量をQとする。各時点の購

入希望者数をnt、購入家計数をnÉt、t = 0で予約したが

キャンセルする家計数をmと表す。任意の家計におい

て予約時点までに効用水準vが区間(Ä1;1)で定義さ
れた分布関数F (v)（密度関数 f (v)）に従って選ばれる

と考える。この時、ある家計が t = 0においてサービス



消費を予約する確率ôは命題を用いて

ô= ProbfEV ï EU g = Probfv ï vg = 1 Ä F (v) (5)
と表せる。この時、n0人の家計がサービスの予約を試

みる条件付き確率P (n0)は２項分布

P (n0) =
N !

n0!(N Ä n0)!
ôn0(1Ä ô)(NÄn0 ) (6)

で定義できる。n0を与件とした時の購入可能確率は

p0(n0) = maxf1; Qn0
gと表されるのでt = 0での購入可

能確率 p0は次式のように定式化できる。

p0 =
QX

n0=0

P (n0) +
NX

n0=Q+1

Q
n0
P (n0) (7)

つぎに、キャンセル行動を考えよう。t = 0でチケット
を購入したが、t = 1において予約をキャンセルするの

は、１）t = 0ではサービスに対する効用 vが臨界水準

v以上であり、２）t = 1における留保効用"が臨界効用

å(v)よりも大きくなる場合である。留保効用が臨界効

用より大きくなる確率は 1ÄG(å(v))である。いま、効
用水準が f (v)に従って分布しているので、t = 0で予約

した家計が t = 1でキャンセルする条件付き確率ûは

û=
R1
v f (v)f1 ÄG(å(v))gdvR1

v f(v)dv
(8)

と表せる。t = 0における予約者数がnÉ0である時に、そ
の中からm人の家計が時点 t = 1においてキャンセルす

る条件付き確率M(mjnÉ0 )は次の２項分布で表される。

M(mjnÉ0) =
nÉ0!

m!(nÉ0 Äm)!
ûm(1 Äû)(nÉ0Äm) (9)

最後に、t = 0で予約せずt = 1においてサービスを

購入する行動を考える。t = 1において、サービスの購
入を試みる家計は、１）効用水準 vがvより小さく，２）

臨界効用ç(v) = ~p1(vÄc)Ä!が正であり、３）留保効用"
が臨界効用ç(v)以下になる家計のみである。" î ç(v)に

なる確率がG(ç(v))と表されることに着目しよう。t = 0
において予約を試みなかった家計(v < vが成立する家

計)が、t = 1において購入を試みる条件付き確率†は

†=

R v
çÄ1(0) f (v)G(ç(v))dvR v

Ä1 f (v)dv
(10)

と表せる (ただしçÄ1(0)はç(v) = 0となる v)。この時、

t = 0でn0人が予約を試みた場合のn1人の家計が t = 1
において購入する意思を持つ条件付き確率は２項分布

R(n1) = (N Ä n0)!
n1!(N Ä n0 Ä n1)!

†n1(1 Ä†)(NÄn0Än1) (11)

と表せる。t = 0で予約成功者数がnÉ0、キャンセル数が
mの場合、売れ残りの容量がn̂ = Q Ä nÉ0 + mと表さ

れるので、t = 1でn1人の購入希望者があり、売れ残

りがn̂の場合の条件付き購入可能確率は p1(n1 : n̂) =

maxf1; n̂n1
gと表せる。t = 0でn0人が予約を試み、予

約に成功したnÉ0人の内でm人キャンセルした場合に、
t = 1でサービスを購入できる条件付き確率は

E[p1jn0; m] =
n̂X

n1=0

R(n1) +
NÄn0X
n1=n̂+1

n̂
n1
R(n1) (12)

と表せる(ただしn0 > Qの時n̂ = m)。この時、t = 1で

の購入可能確率 p1は次のように表せる。

p1 =
QX

n0=0

n0X
m=0

M(mjn0)P (n0)E [p1jn0; m]

+
NX

n0=Q+1

QX
m=0

M (mjQ)P (n0)E [p1jn0; m] (13)

いま、式 (7), (13)で求めた客観的購入確率 p0;p1は、

家計の主観的期待~p0; ~p1を与件として導出したものであ

る。長期学習の結果、全家計の主観的期待値が合理的

期待均衡に収束したと仮定すると合理的期待は pÉ0 =

~pÉ0; pÉ1 = ~pÉ1を満足する (~pÉ0; ~pÉ1)として定義される。
4. 数値計算事例

数値計算により予約行動モデルの性質を確認してみ

よう。c = 1;! = 0:002; N = 100; Q = 10; é= 0:9975と

設定し、vが標準正規分布N (0; 1)に従い、"が平均ñ= 2

の指数分布に従って分布すると考える。ここで合理的期

待均衡モデルを用いて、キャンセル時のペナルティ率ã

と時点 t(= 0; 1)の均衡購入確率~pÉtと臨界予約効用水準v

の関係を数値計算によって求めると図－２のように表

される。ãが大きくなると、キャンセルによる損失リス

クが大きくなり、EVが減少するので、より多くの家計
が予約を留保するのでvは増加し、~p0も増加する。また、

ãの変化 t = 1における家計の購入行動に対してはãの

変化によって直接的な影響を与えないものの、~pÉ1に複雑

な影響を及ぼす。ãが増加すると予約者数が減少するた

め、より多くの家計が t = 1でサービスの購入を試みる
一方、t = 1において利用可能なチケット数は増加する。

この２つの効果が同時に機能するため、ãの変化が~pÉ1に

及ぼす影響に関して定性的な結論を導くことはできな

い。本数値計算事例では、ãが0:3の近傍で~pÉ1が最小値
となっている。
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図－２　ペナルティ率と予約行動

5. おわりに

本研究では、家計の将来のサービス消費に対する予

約行動のモデル化と購入可能確率の決定メカニズムを

表現した。今後はサービス生産企業の行動も考慮した

市場均衡モデルの開発が必要である。
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